
第７号議案 

 

 

令和６年度新宮町後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、令

和６年度新宮町後期高齢者医療特別会計補正予算を提出する。 

 

 

  令和７年１月２３日 

 

 

新宮町長  桐 島 光 昭   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和６年度新宮町後期高齢者医療特別会計補正予算 

 

 

 令和６年度新宮町後期高齢者医療特別会計補正予算（第４号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７２５千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４６６，３１７千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年１月２３日提出 

 

 

新宮町長  桐 島 光 昭   
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4 845 725 1,570

1 繰越金 845 725 1,570

465,592 725 466,317

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

繰越金

歳　　入　　合　　計
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補　正　額

 千円



1 17,295 725 18,020

1 総務管理費 16,396 725 17,121

465,592 725 466,317

 千円

補　正　額

 千円

総務費

歳　　出　　合　　計
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歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額



１　総　　括

（歳　　入）

4 繰越金 845 725 1,570

465,592 725 466,317

 千円

歳　　入　　合　　計
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 千円  千円

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計
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（歳　　出）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 総務費 17,295 725 18,020 725

465,592 725 466,317 0 0 0 725

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円 千円

款 計

 千円  千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計
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 千円



 千円  千円

　４款　繰越金

　１項　繰越金

 千円

725千円

725千円

 千円

目 補正前の額
節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

２　　歳    入

1 845 725 1,570繰越金

 千円

補　正　額 計

繰越金 7251 前年度繰越金 725

計 845 725 1,570
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後期高齢者医療特別会計



 千円  千円

目 補正前の額

３　　歳    出

 千円  千円 千円 千円

補正額

地方債

計
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　１項　総務管理費 725千円

725千円

節補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

7251 一般管理費 16,396 17,121 725 298給料2 206職員

92フルタイム会計年度任用職員

379職員手当等3 12地域手当

89期末手当

195勤勉手当

12地域手当（フルタイム会計年度任用職員）

38期末手当（フルタイム会計年度任用職員）

33勤勉手当（フルタイム会計年度任用職員）

4共済費4 4社会保険料

44負担金補助及18 44県市町村職員退職手当組合負担金

び交付金

17,12116,396 725計 0 00 725

後期高齢者医療特別会計
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１　一般職

（１）総括

（ ）

（ ）

（ ）

　注）（　）内は、短時間勤務職員を外書き。

（ ）

（ ）

（ ）

8,716
2

1,491 1,104

比　　較 127 228

（千円） （千円） （千円）

補　正　後 5,000 4,218 9,218
2

比　　　較 206 296 502
0

補　正　前 4,794 3,922

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,618 1,332

24 0 0

特殊勤務手当 宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特別
勤務手当

0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

扶養手当 地域手当

0 382 1,373 102

0 406 1,373 102

給　　与　　費　　明　　細　　書

補　正　後
3

比　　　較

6,460 4,452
3

0

管理職手当
時間外勤務手

当
通勤手当 住居手当

補　正　前

（千円）（千円）

区　　　分
職　員　数

報　　　酬 給　　　料

298 379

（千円） （千円）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　費

職 員 手 当 計

（人）

比　　　較

補　正　前 2,775

4

補　正　後

区　　　分

（千円）

共　済　費

2,779

備　　　　　　　　　　　　　考

993 千円

949 千円

6,758

13,687

681

　県市町村職員退職手当組合負担金

　県市町村職員退職手当組合負担金

（千円）

合　　　計

14,368

677

4,831 11,589

10,912

職員手当

区　　分

比　　較

補 正 前

の 内 訳
補 正 前

補 正 後

の 内 訳

補 正 後

区　　分

職員手当

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　　分
職　員　数

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

（人） （千円）
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（ ）

（ ）

（ ）

1
1,666 530 2,196

比　　　較

合　　　計
備　　　　　　　　　　　　　考

　注）この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る

職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載。

　注）（　）内は、短時間勤務職員を外書き。

（千円） （千円） （千円）

補　正　後 1,758 613 2,371
1

補　正　前

92 83 175
0

区　　　分
共　済　費

区　　　分
共　済　費

（千円） （千円）

789 千円

749 千円

0

補　正　後 2,380 11,598 　県市町村職員退職手当組合負担金

補　正　前 2,380 11,096 　県市町村職員退職手当組合負担金

の 内 訳

比　　　較 0 502

区　　分
扶養手当 地域手当 管理職手当

時間外勤務手
当

通勤手当

補 正 後 1,336 102

住居手当

職員手当 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

300

補 正 前 0 288 1,336 102

比　　較 0 12 0 0

（千円）

区　　分
特殊勤務手当 宿日直手当 期末手当 勤勉手当

管理職員特別
勤務手当

補 正 前 1,274 922

補 正 後 1,363 1,117

89 195

職員手当 （千円） （千円） （千円） （千円）

の 内 訳

合　　　計
備　　　　　　　　　　　　　考

（千円） （千円）

比　　　較 4 4

補　正　前 395 395

　県市町村職員退職手当組合負担金 204 千円

200 千円

補　正　後 399 399

　県市町村職員退職手当組合負担金

　　イ　会計年度任用職員

区　　　分
職　員　数

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

（人） （千円）

比　　較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

（３）給料及び職員手当の状況

　　イ　初任給

　　オ　期末手当・勤勉手当

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

（ ） （ ） （ ）

　注）（　）内は、再任用職員の標準的な支給率を記載。

補 正 前 同　　　　上
2.250 2.250 4.500

国の制度 有
2.250 2.350 4.600

補 正 後
課　長15％　　　　課長補佐15％

2.250 2.350 4.600 主幹･参事10％ 主　査5％

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計(月分)
職制上の段階、職務の

備　考
６月(月分) 12月(月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

大　　　　　学　　　　　卒 220,000 220,000

職員手当

区　　　　　　　　　分 　行　　　政　　　職　　（円）
国　　　の　　　制　　　度

　行　　　政　　　職　　（円）

高　　　　　校　　　　　卒 194,500 188,000

　注）この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）

で予算の積算の基礎となったものについて記載。

　注）（　）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が

職員手当 （千円）

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き。

そ の 他 の 増 減 分

298 298

0

0

379 379制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 加 分

区　　分

給　　料

増 減 額

（千円）
備　　考

増　減　事　由　別　内　訳

（千円）

0

説　　　　　　　明

（千円） （千円） （千円） （千円）

区　　分
地域手当

時間外勤務手
当

通勤手当 期末手当 勤勉手当

の 内 訳

比　　較 12 0

215

補 正 前 94 37 217 182

38 33

補 正 後 106 37 255
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